比較住宅都市研究会　議事録
日時：２０１３年５月１４日（火）１８時３０分～２０時３０分
テーマ：地域住民とともに進める地域の足づくりー佐野市営バスでの取り組みからー
報告者：為国孝敏氏（NPO法人まちづくり支援センター代表理事、高崎商科大学非常勤講師）
要旨：
　佐野市営バスの乗降客数は昭和62年の16万人から平成19年には5万人に減少しました。しかし、平成18年佐野市バス路線対策検討委員会を設置して、まちづくりに寄与する交通手段として整備などの方針を掲げ、路線の再編や新設により、乗客が増加して平成24年は11万人に回復しています（市営バスは7路線9系統、バス8台で運行）。栃木県は全国１の自家用車普及率でバス交通はジリ貧でしたが、公共交通への理解をまずは高め、キャンペーン、イベントなど、出来ることはなんでも実施して、地域住民のワークショップで路線を決めました（経営の判断基準を示して達成できないと廃止のあることを明示）。こうした佐野市営バスでの取り組みは、2012年度国土交通大臣表彰を受賞しています。地域住民の民度・民力と行政の質が地域まちづくりで試される時代と語り、栃木県内の私大教授から2007年にNPOに転じて、佐野や足利などの地域で活動している講師に、これまでの佐野市での取り組みやNPOの活動実態、まちづくりについて日頃感じていることをお話いただき、議論します。
会場：首都大学東京同窓会　八雲クラブ
参加者：為国孝敏、海老塚良吉、田中勝也、小松克枝、吉野大輔、保延薫、内田忠宏、大平晃司、古里実、霊山智彦、鈴木康嗣、長門真理、高部明敏（13名）
【報告者のプロフィール】
博士（工学）、NPO法人まちづくり支援センター代表理事、国土交通省関東運輸局地域公共交通マイスター（初代）、高崎商科大学（商学部、短期大学部）、宇都宮大学（工学部）非常勤講師。1959年北海道生まれ。1983年日本大学大学院理工学研究科（交通土木工学専攻）修了。土木学会、栃木県内の大学教員を経て、2006年よりまちづくりＮＰＯを主宰。栃木県・群馬県において、多くのまちづくり活動や人材育成の支援・コーディネートに携わる。「地域の元気は、みんながその気になること」を実践するために、地域の歴史・文化・コミュニティと触れ合いながら、そこでの最適なまちづくり手法を検討し、実践活動を支援することを心がけている。栃木県足利市在住
【報告】
・佐野市は栃木県（自家用車保有率は全国でトップ）の南西部にある人口12万人の都市。市町村合併前は人口8万人で路線バスは無し。合併により参入した中山間地域では町営バスが走っていて路線長は40km近くあり、時速20km（都会だと10km程度と遅くなる）で運行すると往復で４時間近くかかる。そこでバス路線を再編して基幹線（1日20便）と支線（最長26km程度）とに分割し、路線長を短くした。
・運行形態は市がバスを所有して、運行は民間事業者に委託。路線数は７路線９系統。車両数８台（予備車３台）、年間利用者数は平成23年度の約10万人から24年度は11万人に増加、主な利用者は佐野市民、主な利用目的は通院、通学、買い物。乗客が支払う運賃は１回300円（乗り継ぎはプラス100円）で公費負担は600円（収支率約26％、栃木県平均は約30％）。
・2005年の合併で町営バス（田沼町、葛生町）を引き継ぎ、06度に佐野市バス路線対策検討委員会を設置し、「佐野市バス交通基本方針」を策定。まちづくりに寄与する交通手段として整備、利用者ニーズに対応したサービス水準の提供、健全な維持・管理のための協力体制づくりの推進など。
・再編前のバス交通の課題（利用者数の減少による財政負担の増加、重複区間の多さと休眠車両の多数保有、福祉タクシー券負担額の増加、旧佐野市内ではイオン・アウトレットと駅を結ぶ「新都市線」を除き路線バスが全て撤退、福祉バス、スクールバスの活用）
・2007年度 佐野市地域公共交通会議を設置し、「佐野市地域公共交通総合連携計画」を策定。市民、行政が共に地域公共交通を真剣に考える契機となる。市民、行政、事業者に対して、地域公共交通への意識改革を促す啓発活動を展開。地元新聞、ケーブルテレビ、市広報などでの広報活動やキャンペーン活動を展開。沿線にある“むらづくり協議会”やイベント、集客施設等へのタイアップの働きかけ。
・2008年10月に実験運行開始（2011年度まで）。実験運行開始以降、さらに市民との情報共有を図り、新しいバスを知ってもらう。住民説明会を運行前・中を通じて地区別・町会別・各種団体別など数十箇所で開催。要望に応じて少人数でも出向く。バス乗り方教室を交通安全教室とタイアップして開催。自由乗降やデマンドの利用方法など。利用者動向の把握に市担当職員のマメな対応。路線毎の利用者・利用可能者の動向を直接収集。顔の見える取り組み。「クルマときどきバス」運動。バス・エコ・サポーターズクラブの創設、夏休み子供パスポート（小学生1000円～）、バスの愛称（さーのって号）の公募、無料乗車日の実施（祭りの日に酒が飲めると大評判）、2011年４月より本格運行開始。
・赤見地区（公共交通空白地区で最もニーズが高かった地区）で市営バス検討ワークショップを開設。行政が説明すると住民から陳情や苦情等が続出するため、地域公共交通会議委員の為国が住民に説明を行った。バスを実験運行するための計画を沿線住民が主体的に立案する（路線名、路線、運行形式・ダイヤ、バス停の位置・名称）。利用状況によっては試験運行後に廃止もあることを伝える（バストリガー方式）。参加者（町会役員）が、自覚と責任、協働と共助を理解する。行政が、市民協働の取り組み方を理解する。まちづくりの装置として、地域が育てるバスを志向する。事務局案は路線26km バス停49箇所 12便／日だったが、ＷＳにより名水赤見線の実験運行路線は、郷土資料館や道の駅（全国有数の売上高を誇る）に立ち寄る、路線35km バス停52箇所 10便／日となる。
・2011年4月からの本格運行では、時間帯別４ルート運行と路線を絞り込む等で経費を抑え、高校を路線に組み入れて収入増を図った。2012年度からは時間帯別２ルート運行にして、運動公園循環線を充実・増便、運動公園にバス利用者専用の自転車駐輪場を整備（サイクル＆バスライド方式）、収支率は2013年3月現在、30％を越えている。
・同様なワークショップを公共交通空白地区の犬伏地区（佐野駅の東側、イオンがある地区）でも2012年3月から2013年2月に実施。「バス欲しい派」（運転できない女性・子どものため、10年後への保険など）と「バスいらない派」（利用予定なし、税金の無駄、福祉タクシー券の充実など）の意見が対立。客観的なデータを提供するために、地区の全世帯を対象としたアンケート調査を実施。「今、利用したい家族がいる」「将来利用したい家族がいる」22.0％、「利用したい家族はいない」25.4％、「無効・無記入・未回収」52.6％、第6回ＷＳ（12年11月）での確認結果、犬伏地区にバスは必要、25名、必要ない、7名。
・新しいバス路線案（時間帯別４ルート）、バストリガー基準値①平均乗車密度（各路線の始発から終点までの乗車人数）1.0人／㎞以上、②収支率（運行経費に対する運賃収入の割合：運賃収入÷運行経費）20％。
・地域住民が意見交換できる環境づくり（異なる立場をお互いに理解できる）、住民が理解できる客観的な情報の提供（正しい情報を冷静に提供することで状況を共有できる）、市民、行政、専門家（第三者）による協働の取り組みを推進する（第三者の“モノサシ”を利用できる）、地域公共交通は、まちづくりの装置と位置づける（まちづくり課題相互での連携を図る＝公共の福祉を再認識）
・これからは、市民・地域住民の民度・民力と、行政の質が、地域の活力・まちづくりで試される時代。地域にとって望ましい公共交通サービスとは、市民と行政との地道な信頼の蓄積によって、追及・改善されていく。これからは交通志向型の都市づくりが必要。中心市街地の活性化は商業では無理がある（後継者がいない）。医療や介護、保育所が充実している点を活かして活性化をするべき。
【感想】
地方都市では自動車の普及により公共交通が衰退して、公共バスの利用者数はどこも減少を続けている。困るのは運転ができない高齢者や高校生などの交通弱者である。住民の移動の権利を保障する公共交通は都市のインフラとして必須のもので、欧米では多額の補助金を入れて運営されているが、日本では大都市の都市交通は独立採算で運営されているため、理解がされにくい。公共交通の衰退が深刻なのは地方都市や農村部のために、今回のテーマは比較住宅都市研究会のこれまでのメンバーにとっては馴染みが薄く、参加者は少なかった。自動車の利用は便利で経済的と皆が使い続けていると、鉄道や公共バス路線がなくなり、交通弱者は被害を被る。自分だけの利便性を考えるのではなく、地域全体の福祉、まちづくりを住民は考える必要がある。路線バスの利用者数を増加させた佐野での取り組みは、大都市でのまちづくりに共通のものがあり、専門家の果たす役割、地域マネージャーの重要性を感じた。NPOとしてどのように収入を得てまちづくり活動を行っているのかを聞きたかったのだが質問時間がなくなり、足利市に自動車で帰宅するため、お酒も飲めず懇親会を早めに切り上げられたのが残念。（海老塚）
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